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◆ 開会日提案  !
補正予算

条  例
(新制定 と、一部改正 4)
一  般  ′

3
5
件

件

1件
9件

議
案

議

番
件 名 概 要

補

正

予

算

議
第

３６
号

令和 5年度車津市二般会計補
正予算 (第 2号 ) 補正額 1 901,577千 円

議
第

３７
号

令和 5年度草津市学校給食セ

ンター特別会計補正予算 (第

1号 )

補正額 12,581千 円

議
第

３８
号

令和 5年度草津市水道事業会

計補正予算 (第 1号 ) 補正額 4,316千 円

条

例

議
第

３９
号

草津市税条例の一部を改正す

る条例案

令和 5年度税制己女正等に伴う改正

7 1

議
第

４０
号

草津市手数料条例および草津

市印鑑のさ録および証明に関

する条例の一部を改正する条

例案

スマー トウオンによる住民票等コンビニ交付サ

ービスの利用を可能とするための改正等

議
第
４‐
号

車津市医療費特別助成条例の
二部を改正する条例案

小中学生の医療費の助成対象を高校生等まで

拡大する改正等

5 10 1
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条

例

議
第

４２
号

草津市産業振興条例案 産業振興に関する基本理念を定め、産業振興に

関する施策を総合的に推進 し、本市経済の発展

および市民生活の向上を図るための条例の制定

(流行 日 :令和 5年 7月 1日 )

議
第

４８
号

草津市都市公園条例および草

津市立ロクハ公園駐車場条例

の一部を改正する条例案

草津市立ロクハ公園および草津市立ロクィヽ公園

駐車場の指定管理の料金制度を利用料金制から

使用料制に変更する改正等

(流行 日 :令和 6年 4月 1日 )

般

議
第

４４
号

財産の交換につき議決を求め

ることについて
野路川ノ下児童公園を市内事業者が所有してい

る公園と交換し、者呂市公園とするょ
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【予  算】

譲第 36号
譲第 37号
譲第 38号

【乗 制】
譲第 39号 草津市税条例の一部を改正する条例案(一部改正)
… 令和 5年度税制改正等に伴 う改正

(1)個人市民税関係
'  ① 森林環境税の導入

個人市民税均等割について、温室効果ガスリF出削減目標の達成等を図るため、令和

6年度から新たに国税の森林環境税 (1人年額 1,000円 )を賦課徴収する改正等

※従来の臨時措置は令和 5年度で終了

<均等割額の内訳>
まで

5,800  円

均等割標準税率
(地方税法)

琵琶湖森林づくり県民税 森林環境税 均等割額

市民税 3.000 3.000

県民税 11000 800 1.800

国税 1.000 1,000

5,800  円

5年6月 定例市議会 提出予定

令和5年度草津市一般会計補正予算 (第 2号 )

令和5年度草津市学校給食センタT特別会計補正予算 (第 1号 )

令和5年度草津市水道事業会計補正予算 (第 1号 )

②

(2)

①

均等割標準税率
(地方税法)

養・雷湖森林づくり県民税

※令和 5年度で終了

均等割額

市民税 3.000 500 3,500

県民税 1,000 800 500 2,300

給与所得者の扶養親族等申告書の記載事項の簡素化

軽自動車税関係

軽自動車税種別割における特定小型原動機付自!転車の税率適用

現行の原動機付自転車から区分して新たに特定小型原動機付自転車 (電動キックボ

ー ド等)が創設されたことに伴い、令和 6年度から0.25キ ロウントを超える3輪

以上の特定小型原動機付自転車の税額の改正等

[現 行] 3, 700円  [改正後] 2, 000円

不正を行つた車両メーカとに負わせる加算割合の引上げ

[現 行] 10%    [改 正後] 35%
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議第 40号  草津市手数料条例および草津市印鑑の登録および証明に関する条例の一

部を改正する条例案 (一部改正)            
｀

一(1)マイナンバーカ‐ ドの電子証明書機能が一部の移動端末設備 (スマートフォン)に

搭載され、コンビニエンスストア等での住民票の写しや印鑑登録証明書等の証明書の

取得が、マイナンバ‐カー ドがなくてもスマートフオンで可能となるように改正

(2)コ ンビニエンスス トア等で取得できる証明書に住民票記載事項証明書を追加する

改正

(施行日 :規則で定める日)

議第 41号 草津市医療費特別助成条例の■部を改正する条例案(一部改正)
一 本市の子育て施策をよリー層推進し、子育て世帯等の経済的負担の軽減を図るため、
令和 5年 10月 から子どもへの医療費助成 (現物給付)を高校生等まで範囲拡大する改

正

改正後(令和5年 10月 1日以降)

18歳 (高3) 18歳 (高 3)

17歳 (高2) 17歳 (高 2)

16歳 (高 1) 16歳 (高 1)

15歳 (中 3) 15歳 (中 3)

(中 2) 14歳 (中 2)

1)

12歳 (小6) 12歳 (′卜6)

河歳 (小5) 11歳 (小 5)

10歳 (′lヽ4) 10歳 (′JЧ )

9歳 (小 3) 9歳 (小 3)

8歳 (小2) 8歳 (小 2)

7歳 (小 1) 7歳 (小 1)

※通院の自己負担金…1診療報酬明細当たり500円 (調剤 !ま負担無)

現物給付 :医療機関で「福祉医療費受給券」を提示し、医療サービスを受ける給付方法

償 還 払 :医療機関で健康保険の一部負担金(3割 )を支払い、後に市への申請により償違を受ける給付方法

(施行日 :令和 5年 10月 1日 )
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譲第 42号 草津市産業振興条例案 (新制定)
… 本市における産業振興の基本理念を定め、産業振興に関わる各主体の役割を明確にし、

産業振興に関する施策を総合的に推進することで、本市経済の発展および市民生活の向

上を図るための条例の制定

◆制定内容

第 1条 目的

第 2条 定義                         
｀

第 3条 基本理念

第 4条 産業振興計画の策定

第 5条 事業者の役割

自らの事業の創造 。発展 :安定、経営の強化、雇用9倉B出、人材9育成等

第 6条 産業振興団体の役割

事業者の事業活動・創業の支援等

第 7条 金融機関の役割

事業者の資金需要に対する適切かつ円滑な資金の供給および経営支援等

第 8条 教育研究機関の倉割

産業振興を担つ人本オの甫成等

第 9条 市民の役割

自らの消費行動等が本市経済の発展に貢献することを理解、事業者による事業活

動が地域社会の持続的な発展に貢献していることを認識、産業振興に協力

第 10条 市の役割
産業振興の施策を総合的かう計画的に実施、必要な体制を整備、必要な財政上の

措置、国・県等との連携、産業振興に関わる者の相互連携および協働を促進、中小

企業者および小規模企業者への振興

第 11条 委任

(施行日 :令和 5年 7月 1日 )

譲第 43号 草津市都市公園条例および章津市立ロクハ公園駐車場条例の一部を改正
する条例案(一部改正)

― ロクハ公園プールの設備の劣化に対応するため、屋内外プールが使用できなくなる期

間があり、施設の利用料金収入が見込めなくなるため、ロクハ公園およびその駐車場の

指定管理の料金制度について、利用料金制から使用料制に変更するための改正等
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【― 股】
議第 44号  財産の交換につき議決を求めることについて
… 立地条件や利用状況から、近隣公園との再編や代替地の整備について検討を行つてい

た野路川ノ下児童公園について、市内事業者から事業用地として譲渡してほしい旨の申

し入れがあつたため、野路川ノ下児童公園と当該事業者が同じ小学校区内に整備 した代

替公園とを交換し、都市公園の活用の促進と本市の産業振興に努める。

交換に供する土地    面積 1, 100: 29ピ (野路町宇金鉄落 3025番 公園)

価格  105,132,709円

交換により取得する土地 面積 3,442.35ピ (矢橋町宇奥ノ沢 340番 公園 他 2筆 )

価格  81, 588, 695円    r

相手方         大阪府大阪市北区本庄西三丁目9番 3号

ニプロ株式会社 代表取締役社長 佐野 嘉彦

交換差額の補足     ニプロ株式会社は、市に対し交換差額金 23, 549,014円

を支払う。

位置図

中撃

交換により供する土地

ニプロ株式会社

総含研究所等

を上小学校

南窯津駅

交換により取得する土地

プヅムタクン
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◎令和 5年 6月 補正予算 会計別総括表
(単位 :千円 。%
令和 4年度最終予算額正 後補

構成比構成比 (A―B)/B 予 算 額 B
補 正 額

予 算 額 A
現計予算額会   計   名

56,764,293 62.356,327,919 62.2 △ 0.855,326,342 1,001,577△
不 計般

11,660,355 12.811,502,300 12.7 △ 1.411,502,300 0国民健康保 l`食事業

0.357.6 261,157411,600 0.5411,600 0財産区

1.21.3 4.9 1,093,79912,581 1,147;2811,134,700学校給食センター

9,759,279 10,79,576,300 10,6 △ 1.99,576,300 0介護保険事業

1.90.6 1,736,7311,747,700 1.91,747,700 0後期高齢者医療

3,953,143 4.44。 4 1.64,014,000 4,316 4,o18,316水道事業

6.4△ 0.2 5,832,0665,818,000 6.45,818,000 0下水道事業

34,296,580 37.737.8 △ 0.216,897 34,221,497

特

月I

△
零

計

よ

特別会計 合計 34,204,600

100.0△ 0.6 91,060,82390,549,416 100.089,530,942 1,018,474計総
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◎令和 5早 6月 補正予算 一般会計款別総括表
%

令和 4年度最終予算額正ネ甫 後

構成比
対前年
最終比 予 算 額 構成比

現計予算額 今回補正額
予 算 額

科 目

44.4 △ 0.8 25,197,789 44.424,987,470 0 24,987,4701.市税

0.6 △ 2.2 320,000 0.6313,000 0 313,0002.地方譲与税

0.0 △  20.0 20,000 0.016,ooo 0 16 0003.利子割交付金

0.3 0.0 167;000 0.3167,000 0 167,0004,配当割交付金

0.2 0.0 112,000 0.2112,000 0 112,0005.株式等譲渡所得割交付金

0,9 1.7 474,000 0.8482,000 0 482,00o6.法人事業税交付金

6.2 3.9 3,348,000 5.93,480,000 0 3,480,0007.地方消費税交付金

0.1 3.8 53,000 0.155,000 0 55,0008.環境性能割交付金

0.3191,535 0,3 △ 0。 8 198,000191,535 09.地方特例交付金

4.31,855,000 3.3 △ 23.4 2,421,71410.地方交付税 1,855,000 0

0.016,138 0.0 △ 2.5 16,55111.交通安全対策特別交付金 16,138 0

0.6380,196 0.6 △ 7.1 355,43412!分担金及び負担金 338,320 △ 8,124

1,012,911 1.8△  6,775 1,119,435 2.0 10.513.使用料及び手数料 1,126,210

12,418,190 21.9632,575 11,424,541 20.3 △ 8.014.国庫支出金 10,791,966

0.2 4,449,183 7.84,443,117 13,325 4,456,442 71915:県支出金

0.2 △ 0。 7 132,825 0.2131,872 0 131,87216.財産収入

1.1 △ 8.4 672,095 1.2615,664 0 615,66417.寄附金

2.53.8 54.1 1,399,84718.繰入金 1,977,397 180,000 2,157,397

0.9189,988 0.8 △  63.0 513,21119.繰越金 1 189 987

881 345 1.6851,841 1.5 △ 3.320.諸収入 851,252 589

29.5 2,606,198 4.63,375,400 0 3;375,400 6.021.市債

100.0 △ 0.8 56,764,293 100.055,326,342 1,001,577 56,327,919歳 入 合 計

298,501 0.50 300,715 0.5 0,71.議会費 300,715

△ 24,3 7,566,494 13.35,723,522 1,236 5,724,758 10.22.総務費

6.0 23,976,619 42.224,963,943 442,018 25,405,961 45.13.民生費

6.7 △  18.0 4,632,778 8.23,455,046 345,462 3,800,5084,衛生費

0.3 67.3 113,313 0.2188,913 629 189,5425.労働費

0。 9 △ 10.3 551,719 1.0493,425 1,270 494,6956.農林水産業費

0.7230,103 0,4 △ 42.5 400,4977.商工費 230,103 0

12.48,285,482 14.7 17.2 7,070,5948.土木費 8,282,192 3 380

と,458,953 2.61,551,213 2.8 6.39.消防費 1,551,213 0

5,261,547 9.319,635 5,346,975 9.5 1.619.教育費 5,327,340

8,1 △ 3.6 4,708,278 8.34,540,020 0 4,540,020H.公債費

1.10.6 △ 42.7 625,00012.諸支出金 170,000 187,947 357,947

0,2 0,0 100,000 0.2100,000 0 100,00013.予備費

100.056,327,919 100.0 △ 0.8 56,764,293歳 出 合 計 55,326,342 1,001,577
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◎令和 5年 6月 補正予算概要

◆子育て支援施策の強化  l男町冊資料のとおり)

一般会計 (単位 :千円)

事 務 事 業 名 金  額 説 明

小中学生医療助成費 23,720 子ども医療費助成事業費 46,888

子育て世帯のさらなる経済的負担の軽減を図るた

め、子ども医療費助成の対象者拡大 (令不日5年 10月
より、高校生等まで拡大)に係る所要額を計上高校生等医療助成費 23,118

保育振興事業費 29,358

第3子以降保育料無償化事業費 29,358

多子世構の経済的負担の軽減を図るため、0～ 2歳

までの第 3子以降の保育料無償化 (所得制限および

兄・姉の年齢制限なし)に係る所要額を計上

≪歳出≫   ,
民間認定こども園等に封する運営費の増 29,358
≪歳入≫

公立保 にお tサ る保育料の減 14.899

影響額計 44,257

保育所・認定こども園

運営費      
― 35,322 紙おむつ無償化事業費 38,594

保護者の負担軽減と利便性の向上を図るとともに、

保音士等の保育業務の効率化を図るため、市内就学前

教育・保育施設における紙おむつの無償化に係る所要

額を計上

幼稚園運営費 2,790

湖の子園運営費 482

児童健全育成事業費 36,503

すくすく応援事業費 36,503

紙おむつ購入費用等による家計への影響が大きい

子育て世帯に対して、1歳未満児 1人当たり3万円の

商品券を給付するための所要額を詩上

保育所 と認定こども園

運営費
12,740

保育士等奨学金返還支援事業寮  `
保育士等就職定着応援支援事業費

8,600

11,100

1待機児童対策として、市内就学前教育
。保育施設ヘ

の就労・定着を促進し、保育人材を確保するための所

要額を計上幼稚園運営費 1,960
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◆新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用して実施する事業≪物価高騰対策≫

(単位 :千円)一般会計

事 務 事 業 名 金  額 説 明

後期高齢者への生活応

援商品券給付事業費
119,005

後期高齢者への生活応援商品券給付事業費

子育て世帯への生活応援商品券給付事業費

119,005

131,370

物価高騰による家計への影響が大きい高齢者 (75
歳以上)および子育て世帯 (0歳～中学 3年生)に姑
して、対象者 1人当たり5千円の商品券を給付するた
めの所要額を計上

(資料 1の とおり)

子育て世帯への生活応

援商品券給付事業費
131,370

保育所。認定こども園運

営費
2,477
公立保育所等における食材料費の増額    2,477
民間保育所等における食材価格高騰分への補助

(保育所等食材料費高騰対策支援補助金) 24,850

食材価格が高騰している状況下においても、栄養バ

ランスや質、量を保つた給食の提供を維持するととも

に、保護者の経済的負担を軽減するため、食材価格の

高騰分に係る所要額を計上

※保育所等食材料費高騰姑策支援補助金は、

市が県補助金を取 り込んで支援

(県 1/2 市 1/2)

保育振興事業費 23 883

幼稚園教育振興費 967

水田営農推進費 1,270

肥料価格高騰姑策支援補助金 1,270

肥料価格の高騰により影響を受ける農業者の経営

負担を軽減するため、化学肥料の低減に向けて取り組

む農業者への価格高騰本目当分に対する支援費を計上

※県事業とあわせて市が独自に支援

(県 9/10市 1/10)

各指定管理施設運営費 8,303

指定管理事業運営支援補助金 8,303

令和 4年度において、電気料金等の高騰により影響
を受けた指定管理者の経営負担を軽減し、安定した施

設運営を実現するため、価格高騰に係る支援費を詩上
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学校給食センター特別会計 (単位 :千円)

(単位 :千円)

(単位 :千円)

事 務 事 業 名 金  額 説 明

管理運営費 12,581

小学校給食材料購入費

中学校給食材料購入費

8,831

3,750

食材価格が高騰している状況下においても、栄養バ

ランスや質、量を保つた給食の提供を維持するととも

に、保護者の経済的負担を軽減するため、食材価格の

高騰分に係る所要額を計上

◆その他

一般会計

事 務 事 業 名 金  額 説 明

人権擁護平和啓発

推進費
695

人権擁護推進費 695

パー トナーシップ宣誓制度等の導入に向けた検討

を進めるため、人権擁護審議会の開催に係る所要額を

計上

保健衛生推進費 345,304

新型コロナウイルスフクチン接種事業費  345,304

新型コロナウイルス感染症に係る令和 5年秋冬接

種を実施するための所要額を計上

水道事業会計

事 務 事 業 名 金  額 説 明

上水供給事業 4,316

浄水施設等運転管理費

職員費

6,838

△ 2,522

10.000><債務負担行募争 (R5-R6)
計  14,316

市の現業職員の退職に伴い、浄水場施設の運転管理

体制に欠員が見込まれることから、現行の運転管理業

務の委託範囲を拡大するための所要額を計上
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●基金残高の推移 直近10年間(H26～ R5)R516月 補正後

上 末基金残高 (単位 :百 円)下 段

※R4基金残高見込みは決算見込み、R5基金残高見込みは、令和5年度6月市議会補正予算までの基金積立金、

基金繰入金 (取り崩し)予算額を反映しています。

●一般会計田市債残高の推移 直近10年間(H26～ R5)R5.6月 補正後

日■臨時財政対策債 ‐‐減収補壊債等 Eコ建設事業債等 ―■い市債残高 合計

381528

H26     H27     H28     H29     H30

58   45,078   44,559

Rl

441516

R2 R3  R4見 込  R5見込

4

45,000

40,000

35,000

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

段 円 年伸び率

※R4市債残高見込みは決算見込み、R5

‐■減債基金

― 基金残高 合計

匡ヨ財政調整基金

田口特定目的基金

1 7

13,2141 934

7

H27 H28 H29 R2H26 H30 R可 R3  R4見 込  R5見込

18,000

16,000

14,000

12,000

0,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

R5見込H28 H29 H30 Rl R2 R3 R4見込H26 H27

5,343 5,544 61402 5,9245,051 4,871 41598 5,038 4,875 5∫ 107

-3.20/。 4.8% 4.6% 3.8% 15.5% -7.5γ。
財政調整基金

4.20/。 -3.6。
/。
-5.6% 9.6%

3,181 3,781 315333,118 2,922 2,925 2,527 2,378 2,380 2,381

0.0% 33.6% 18.9% -6.60/O
減債基金

02% -6.3% 01% -136% -5.90/。 0.1%

7,1078,131 8,146 6,790 6,976 6,681 5,727 5,428 6,992 7,852

28.80/。 123% -9.50/。
特定目的基金

56% 0.2% -16.6% 2.7% -4.2% -14.3% -5.2%

14,313 14,541 13,934 13,214 13,152 15,717 18,035 16,56416,300 15,939
-82%4.1% -2.2% -10.20/。 1.6% -42% -5.2% -05% 19.5% 14,7%

基金残高 合計

R5見込H26 H27 H28 H29 H30 Rl R2 R3 R4見込
15,375 14,340 13,07316,454 16,927 16,859 16,885 16,234 15,628 15,090

-880/。
2.90/。 -0.4% 0.2% -3.90/。 -3.70/。 -3.4% 19% -67%臨時財政対策債

7.2%

616 5311,467 1,243 1,014 783 584 432 830 715
-13.8%-18.4,6 -22.8% =25.4% -26.0% 921% -13.9% -13.8%

減収補娘債等 -219% -15.3%

28.426 26,653 28,16519,532 20,358 22,138 28,090 28,260 28,499 30,189

5.7%4.20/O 87% 26.9% 0.6% 0.80/O 5.9% -5,8% -6.2%
建設事業債等 -5.3%

44,516 41,60( 41,76937,453 38,528 40,011 45,758 451078 44,559 46,109

0.40/029% 3.8% 14.4% -1.5% -1.2γ。 3.5% -3.5% -6.5%
市債残高 合計 -1.1%

および新規借入予算額を反映しています。

見込み
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1,事業の概要

後期高齢者および子育て世帯への生活応援商品券給付事業 資料 1

物価高騰による家計への影響が大きい高齢者および子育て世帯の生活を応援する

ため、商品券を配付すると (新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用)

象対７ＥＫ

令和 5年 6月 1日時点で車津市に住民
登録がある者のうち、令和6年 3月 31
日時点で75歳以上となる者

18, 500人

①令和 5年 6月 1日 時点で草津市に住民
登録のある者のうち、0歳～15歳 (児童手

当支給対象年齢)の子を養育する世帯

②令和 5年 6月 2日 ～令和 6年 3,月 31
日までに出生した子を養育する世帯で、

子の出生時点で草津市に住民登録がある

世帯

【対象者数・世帯数 (見込)】

廿印

人

世

０

０

０

０

０

０

２

３

２

１

子 て世 甲

1

一ユ
おンケス給支ｒｌＫ

Ч
Ｉ
坦
レ，
ノ

9月上旬      事前確認通知送付
9月下旬～ 10月中旬 商品券郵送

<対象①及び②のうち下記以外の方>
9月上旬      事前確認通知送付
9月下旬～ 10月中旬 商品券郵送

<対象②のうちR5J9.1以降に出生された方>
9月 1日～     子育て本日談センター

窓口にて配付

3.補正予算額

【歳 入】 119,005千 円
(回賢 :10/10)

【歳 出】■19′_005千円
委託料 ■187905千 円
(うち商品券代  927500千 円
郵送代  19′ 413千円)

その他事務資   100千 円

【歳 入】 ■3■ , 70手 円

(国費 :10/10)

【歳 出】 131,370千 円
委託料 127,770千 円

(うち商品券代  106′ 500千円
郵送代   S′ 501千円)

商品券代 (窓日配付分)3,500千 円
その他事務費 100千円
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